
(単位:千円)

補正前 補正額 補正後

総務費 1 人　件　費（人事管理費） 3,636,312 546 3,636,858

県　緊急雇用創出事業交付金 7,992 546 8,538

◆ (1) 嘱託職員及び臨時職員の労働保険料 73,374 546 73,920

緊急雇用の臨時職員に係る共済費の追加

2 人事管理運営経費 201,955 3,964 205,919

県　緊急雇用創出事業交付金 62,768 3,964 66,732

緊急雇用の臨時職員に係る賃金の追加

　◎都市計画税新規課税客体の調査業務 2人

　◎求職者応援ナビ運営事業 2人

　◎税務相談業務（通訳） 2人

3 文化財保存・活用ネットワーク化事業 800 19,000 19,800

県　緊急雇用創出事業交付金 0 19,000 19,000

◆ （1） 城跡整備活用事業 800 19,000 19,800

文化財として山城を保護し観光資源として活用するための、市内の山城４箇所

（大平城（浜北区）、佐久城（北区三ヶ日町）、犬居城（天竜区春野町）、

堀之内の城山（天竜区春野町））の現状調査及び基盤整備に伴う委託料の追加

　◎新規雇用者　作業員　 　10人

　　　　　　　　技術管理者  2人

　◎既存雇用者　 111人工

衛生費 1 自殺対策推進事業 7,862 3,500 11,362

県　緊急雇用創出事業交付金 0 3,500 3,500

（財）浜松国際交流協会事務所内に、外国人に対するメンタルヘルス

相談窓口を設置することに伴う委託料の追加

　◎新規雇用者　相談員　2人

労働費 1 雇用促進事業 0 11,000 11,000

県　緊急雇用創出事業交付金 0 11,000 11,000

◆ (1) 中小企業魅力発信事業 0 11,000 11,000

地元ものづくり中小企業の魅力を発信し、地元企業への就労促進を図るため、

企業紹介冊子の作成と企業見学バスツアーの開催に伴う委託料の追加

　◎新規雇用者　4人

　◎既存雇用者　1人

事　業
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(単位:千円)

補正前 補正額 補正後

農林水 1 戸別所得補償モデル対策調査事業 0 11,863 11,863

産業費 諸　戸別所得補償モデル対策事業助成金 0 11,863 11,863

国の戸別所得補償モデル対策の導入に伴い、対象となる市内農家の申請手続支援、

作付面積の現地調査実施に伴う経費の追加

・対象農家　約19,000件

商工費 1 新産業創出事業 115,432 28,100 143,532

県　緊急雇用創出事業交付金 0 9,600 9,600

諸　クリーンエネルギー自動車等助成金 0 5,900 5,900

一　般　財　源 115,432 12,600 128,032

◆ (1) 地域企業実態調査事業 0 9,600 9,600

「次世代輸送機器」、「健康医療」、「新農業」及び「光エネルギー」の

新産業４分野を主な対象とした、ヒアリング調査等に要する委託料の追加

　　◎新規雇用者　3人

    ◎既存雇用者  5人

◆ (2) 次世代環境車社会実験事業 0 18,500 18,500

次世代環境車（P-HEV、EV）の実用化・普及に向けた社会実験のための

インフラ整備に伴う工事請負費の追加

　　・普通充電器　7台（7区役所に設置予定）

　　・急速充電器　3台（本庁、天竜区役所、西区役所に設置予定）

2 観光施設運営事業 171,534 17,000 188,534

県　緊急雇用創出事業交付金 5,000 17,000 22,000

◆ (1) 観光施設維持修繕事業 50,723 17,000 67,723

市内全域における観光案内看板の調査及び整備計画基礎資料の作成に要する

委託料の追加

　　◎新規雇用者　11人

    ◎既存雇用者　 4人

事　業



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後

土木費 1 交通安全対策事業 118,309 19,052 137,361

県　緊急雇用創出事業交付金 0 19,052 19,052

広報車で市内全域を巡回し、交通安全の呼びかけを行う経費並びに東区の

各小学校区の交通事故防止等を図るためのハザードマップ作成に伴う経費の追加

　◎新規雇用者　9人

教育費 1 発達支援教育推進事業（小学校費） 63,780 3,720 67,500

県　緊急雇用創出事業交付金 0 3,720 3,720

◆　(1) 発達支援教育指導員等配置事業 63,780 3,720 67,500

小学校の発達支援学級等にスクールヘルパーを増員することに伴う経費の追加

　◎新規雇用者　スクールヘルパー　8人（59人→67人）

2 発達支援教育推進事業（中学校費） 19,080 930 20,010

県　緊急雇用創出事業交付金 0 930 930

◆　(1) 発達支援教育指導員等配置事業 19,080 930 20,010

中学校の発達支援学級等にスクールヘルパーを増員することに伴う経費の追加

　◎新規雇用者　スクールヘルパー　2人（14人→16人）

3 幼稚園教育指導支援員配置事業 90,947 2,325 93,272

県　緊急雇用創出事業交付金 6,588 2,325 8,913

幼稚園のキッズサポーター（障害児等在籍学級サポーター）を増員することに

伴う経費の追加

　◎新規雇用者　障害児等在籍学級サポーター　5人（82人→87人）

事　業


